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	２　違反事実の概要
	⑴ア　Ｑ配サービスは，貨物利用運送事業，貨物軽自動車運送事業等を営む事業者である。
	⑵ア　Ｑ配サービスは，前記⑴イの事業者であって，委託料を消費税を含む額で定めているもののうち，一部のもの（以下「本件委託事業者」という。）に対し，平成２６年４月１日以後に供給を受けた配送業務の委託料について，消費税率の引上げ分を上乗せせずに支払っている。

